

























1-1、中期親 子の相互 援助関係 への注 目
多 くの人々にとって、親子関係 は人生の中で最 も長期的 に継続する人間関係 の1つである。長期間のう
ちに親の人生 も子の人生 も進行 してゆ くため、その関係の性質は何度 も大 きく変化する。そのため、親子
関係は継続 した1つの関係であるに もかかわらず、い くつかの段 階によって全 く異なった研究対象 として
取 り扱 われてきた。特 に大 きな区別は、親子関係 の前期 と後期の区別である。親が子 を養育する時期の親
子 関係 は前期の親子関係 と呼ばれる。また、成人 した子が年老いた親 を扶養する時期の親子 関係 は、後期
の親子関係 と呼ばれる。これらは、全 く別の研究 フィール ドを持っていると言って よい。
多 くの親子関係研究は、前期の研究か後期の研究かのいずれかに属する。 しか し、本稿で研究対象 とす
る親子関係の段階は、前期 とも後期 とも異なるもので、中期 と呼ばれる段階である。中期親子関係 とい う
用語は、近年の日本の家族社会学界で しばしば用い られるようになって きた。具体的には、子 どもが成人
し子育てが終了 しているが、親 もまだ元気で扶養の必要がない時期の親子関係 をさしている。前期 と後期
に対 して認め られる中期の特殊性 は、特 に、親子間の勢力バ ランスが一方的に偏っていることを前提 にで
きない、 とい う点にある。前期の親子関係 においては、子が身体的にも社会的にも未熟であるため、親が
強い勢力を持つことを前提に して研究をすることができる。 また、後期 の親子関係 においては、逆に親の
身体的能力や経済的能力が弱 まっているため、子が強い勢力を持つことを前提 にして研究をすることがで
きる。 これらに対 して、中期の親 と子は、それぞれに自律的な生活 をする能力が備 わっているので、一方
的 な勢力バ ランスの不均衡を前提 にして研究 を進めることができない時期なのである。研究対象 として中
期の親子 関係 を前期 と後期か ら特 に区別する意味は、この勢力バ ランスの均衡性に認められるのである。
さて、特殊 な研究対象 として認め られるべ き中期親子関係の研究は、前期や後期 に比べると、家族社会
学の研究対象 としてこれまで軽視 しされがちであ った。 しか し、現在の家族社会学界では、中期親子関係
の研究 を発展 させ ることは重要な研究課題のPと して認識 されている(玉 里1995,木下1996,藤崎2000)。
それは次 の2つの理由による。
第1の理由は、長寿化に伴 う親子関係の長期化に関係す る。現代 日本では、親の平均寿命が延びたこと
により、親子 関係 の終結の時期が平均的に遅 くなっている。つ まり、親子関係の全体期間は長期化 の傾向
を示 している。それは今や50年を越える非常に長い関係 となっているのである。親子関係の期 間全体が伸
張 しても、その中の諸段階が そのままゴムの ように伸 びるわけではない。子の養育 に必要 な期 間(前 期)
や、親の扶養が必要な期間(後 期)は ある程度一定で変 わらないからである。そのため、その余剰 である
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中期の段階のみが、大 きく長期化 している。平均 的なライフサイクルから算定できる中期親子関係 の期 間
は、1920年には5.3年に過 ぎなかった ものが、1991年には12.1年と倍以上になった(春 日井1997,16頁)。
かつては無視で きるほ ど短かった中期が、1つの大 きな段階 として認め られるほどの長 さになったのであ
る。 このため、前期 と後期の二分法では、現代 日本の親子関係全体 を正 しく理解することはで きない。新
たに顕在化 した中期 に焦点 を当て、そこで どの ような親子関係が取 り結ばれているのかを、明らかにする
必要が出てきたわけである(正 岡1993,66-67頁)。
第2の理由は、親子関係全体 に渡る理論 を構成する上での問題 と関係する。先 に述べた ように、親子 関
係の前期 と後期は、その特性が著 しく異 なる。そのため、家族社会学 における親子 関係研究者 は、伝統的
に前期 と後期 でそれぞれ独立に研究 を進めて きた。 しか し、近年になって、 この伝統が親子関係全体 を捉
える理論の発展を阻害 しているという主張がなされるようになった(Hagestadl987)。つま り、前期の研
究者によって構築 された概念や理論 と、後期の研究者 によって構築 された概念 や理論 との間にほとんど対
応がないため、それらを繋 ぎ合わせ ることがで きない、 とい う問題である。 この問題の大 きな原因は、前
期が親の強力な勢力 を前提 とした概念を用い、後期が子の強力な勢力を前提 とした概念を用いているとい
う、前提 の齪飴にある。例えば、前期の親子関係の研究者は、親 による子 どもの保護について精緻 な概念
化 を行 うが、その概念に後期の親子関係の研究者は、ほとんど関心を持たないであろう。逆に、後期の親
子関係の研究者が用いる、老親へのサポー トに関する概念 を、前期の研 究者が用いることはないであろう。
それぞれ、異 なる方向に偏った親子の勢力バ ランス を前提 と して作 られた概念 だか らである。 このような
齪酷 のために、現在広まっている親子関係 の理論では、前期か ら後期 に渡 って連続 的に親子関係の現象 を
説明することがで きない。
親子関係に中期 という段階 を導入する視点は、この理論構成上の問題に応えようとするものである。 な
ぜな らば、中期の親子間では一方的に偏 った勢力バラ ンスが前提 とされていないか らである。そのため、
中期 の親子関係 を説明す るための概念や理論 は、親子関係全体に適用可能な一般的な形で フォーマライズ
で きる可能性が高い。その場合、前期の親子関係 は、勢力が親側に偏 った場合の特殊事例 として扱 われ、
後期の親子関係は、逆の特殊事例 として扱われることになる。親子間の勢力関係 に対等性 を認める中期の
視点は、前期 と後期の研究にも影響 を与え、その橋渡 しとなる可能性を秘めている。
以上の2つの理由により、中期親子関係の研究は注 目を浴 びてい るが、本稿 は、特 に財 やサービスの日
常的な授受 という親子間の相互援助に焦点を当て、中期親子関係の一端 を明 らかにする。Bengtsonの整理
に従うならば、相互援助 は機能的連帯(functionalsolidarity)と呼ばれ、成人親子間の結合 を維持 している
6次元の連帯(solidarity)の1次元 を成す1)。特に相互援助関係 に焦点を当てる理由は次の とお りである。
中期親子関係 の第一の特徴が勢力バ ランスの均衡性 に認め られる以上、その関係性 は親子のいずれか一方
の選択のみに左右 されるのではな く、相互の選択 ・交渉によって保持 されている面が強い と考 えられる。
そのため、明白に選択的な行動であ り、 また関係性を保持する実質的な機能を果た している相互援助の特
徴 を捉えることは、中期親子の実態 を明 らかにする上で、重要性が高い。具体的には、大阪府の一都市 を
対象に した量的調査 データを通 して、親子間での援助の授受の組み合わせ について一般 的なパ ターンを析
出することを目的とした分析 を行 っている。
1-2.相互 援助 関係に つい ての近年 の実証研 究
欧米、特に米国では、相互援助 は、成人親子一般 の関係性 を捉える最 も主要 な側面 として30年以上前か
ら頻繁 に分析 されてきた(Lyel996)。そのため、中期親子の相互援助関係 についても相 当の研究蓄積が
ある。一方、 日本では、中期親子の相互援助はここlg年ほどの間に急速に関心が増 した新 しい研究対象で
ある。
その1つの きっかけとなったのは、宮本他(1997)による一連の調査研究である。宮本 らは、青年が成
人になる過程が長期化 してお り、ポス ト青年期(あ るいは脱青年期)と 言 うべ き移行期間が新たに発生 し
ているとい う仮定を置いた。その仮定の もとに、ヤ ングアダル トとその親 との間で どのような家計管理や
経済的、実践的援助がなされているのか、あるいはそれ らについて どのような意識が持たれているのか を
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明らかにした。その分析結果で特に世間の注目を集めたのは、子への援助を惜 しまない親の姿であ り、焦
点を未婚の同居子 に絞った山田(1999)のパ ラサ イ ト・シングル論 は、特に話題 を呼んだ。
宮本 らの分析は、2箇所の地域において有意抽出 された標本調査のデータを用いたものであるが、最近
の全国規模 の調査で も、これを補強する結果が得 られ ている。国立社会保障 ・人口問題研究所 による1998
年 の 「第2回全国家庭動向調査」は、成人子が独身の場合 も有配偶の場合 も、内容 に変化 こそあれ、親 に
よる各種の援助が盛んなことを示 している(国 立社会保障 ・人口問題研究所2㎜)。1999年に日本家族社
会学会 によって行われた全国家族調査(NFR)で も、経済的援助については子が40代後半から50代前半 に
なるまで、非経済的援助 については30代後半 まで、親か らの援助率の方が子からの援助率 を上回ることが
示 されている(石 原2000)。
他方、中期親子の成人子は一方的に親の援助に依存 しているわけではな く、その関係性の中には一定の
互酬的交換 も認め られることが分 かっている。パ ラサ イ ト・シングル論が話題 を呼んだことを受 けて2000
年 に行われた国立社会保障 ・人口問題研究所の 「世帯内単身者に関する実態調査」では、独身で親 と同居
する成人子の多 くは経済的恩恵を一方的に受けているばか りではな く、家計 に収入 を繰 り入れた り家事 を
分担 した りしていることが示 されている(国 立社会保障 ・人口問題研究所2001)。
未婚同居子についてだけではな く、有配偶の子や別居の子を含めたデータで も、相互援助 に一定の互酬
性が認められている。1993～1994年に中期の母娘関係 についての調査 を行った春 日井は、母親からの援助
の量 と娘か らの援助の量 との間に一定の正の相関を確認 している(春 日井1997,127-146頁)。春 日井 自身
はこの結果 を客観的な互酬性の存在の証拠 とはみな しておらず、あ くまで主観的なレベルで互酬性を認め
ようとする傾向の表れにす ぎない と解釈 しているが、この解釈 は必ず しも妥当な論拠 を持たないので2)、
ここではこれらの区別は重視 しないことにする。
これ らの研究は、中期親子の援助関係 にある程度互酬的な性質があることを示す ものではあるが、先 に
示 された一方的な偏 りという性質 を否定す るものではない。むしろ、基本的 に親か らの援助に偏っている
ことを認めつつ、極端な認識に修正 を加 えていると言うことがで きる。
1-3.多形 的互酬性仮 説
ここで示 した近年の実証研究は、2つの水準 の分析が混同 されているために、分析結果の意味がやや混
乱 して理解されている。2つの水準 とは、それぞれ次 の通 りである。第1の分析水準は、ある援助行動につ
いて親からの援助の発生割合 と子か らの援助の発生割合を全体的に比較するものである。例 えば、1種類
の援助行動について、親からの援助 と子か らの援助 を変数 としたクロス集計表を作っているとする。 この
とき、第1の水準 の分析は、クロス表の行マージンと列マージンを比較することを指す。
第2の水準は、親か らの援助行動 と子からの援助行動の組み合わせパ ター ンについての分析であ る。同
じく、親からの援助 と子からの援助 を変数 としたクロス表を作っているとすれば、この水準 の分析 は、マ
ージンではなく、各セル度数の分布 を観察することを指す。
中期親子の援助 関係が親か らの一方的な援助に偏 っている とい う主張は、ほぼ全てが第1の水準での分
析 を根拠 にしている。つま り、親か らの援助の発生率の方が子か らの援助 の発生率 よりも全体的に高い、
とい う結果を根拠 に してい る。 しか しなが ら、第1の水準 の分析 からは、 この主張を検証す ることはで き
ない。検証のためには、援助行動 の組み合わせパターンの分布を分析 し、親からの援助 の方が優っている
組み合 わせパター ンの比率が多いことを示 さなければならないか らである。つま り、第2の水準の分析が
必要とされる。
それにもかかわ らず、第2の水準での分析は、非常 に限定的に しか行 われていない。同居親子の間での
家事分担の分析は、第2の水準に当たる例外的なものである。また、春 日井(1997)が親子の援助の量 に
ついて相関を分析 しているの も、第2水準の分析 と言 える。ただ、 これらはいずれ も親からの援助 と子か
らの援助 の種類が同じ場合のパ ターンしか分析 していない。親か らの金銭的援助に対する子 からの家事の
援助 といったような、異なる種類の援助 の組み合 わせパ ターンは全 く分析 されていない。第2の水準の分
析は、非常に不十分な ものとなっている。
4 保 田 時 男
これ らの ことから、中期親子の相互援助が親か らの一方的な援助 に偏 っている、 とい う仮説は、未検証
の仮説であ り、第1水準の分析結果および補足的なイ ンタビュー調査の結果か らの推論 に過 ぎない、 と言
うことがで きる。本稿では、この未検証の仮説を 「偏向援助仮説」 と呼ぶ ことにす る。
中期親子の相互援助 について、本稿は偏向援助仮説 と大 きく異なる仮説を置 く。筆者は、中期の相互援
助関係においては、これ までに認められているより以上に互酬的な交換の側面が支配的であると考 えてい
る。なぜ ならば、 中期親子の特徴はそれぞれが自律的な生活を営むことができる対等性にあるので、親子
は財やサー ビスの交換の担い手 と して相互依存的な関係 を築 くことが、 まった く自然 に予想 されるからで
ある。
実際、中期の親子関係 に交換の視点か らアプローチすることが有効であろうとい う指摘は、先の調査研
究に携わった者たちによってもなされている(宮 本2㎜,102-103頁,春日井1997,2-5頁)。親子関係全体
に対等性の視点 を導入することが、中期親子 関係研究の1つの重要 な意義である以上、相互援助に見 られ
る交換の側面は、 もっと掘 り下げて研究 されるべ きである。
本稿で は、「多形的互酬性」 とで も呼ぶべ き形態で、親子 間の互酬性が維持 されている とい う仮説を立
てる。中期親子の椙互援助が次の2つの仮説 を満たす とき、 これを多形 的互酬性 と定義す ることにする。
第1の仮定は、中期親子の互酬的交換の形態は多様であ り、組み合 わせの全 く異 なる相互援助で互酬性 を
維持する複数のパ ターンが混在するというものである。偏向援助仮説が、中期親子の相互援助パ ターンを
1つの全体的傾向 として概念化 しようとするのに対 して、多形的互酬性仮説は全体 を1つのパ ターンで表す
ことを放棄する。中期の親子 関係 は自律的な成人同士の関係 なので、それぞれの自由選択 によって関係性
が左右 される面が大きい。そのため、それぞれのライフコース ・資源 ・ニーズの組み合わせで、必然的に
相互援助のパ ター ンは多様になる。その関係性 を1つのパ ターンで記述することは不可能 と考 えられる。
第2の仮定は、多様 な相互援助パター ンが混在する中で も、それぞれのパ ターンごとには単純な互酬的
交換関係が取 り結ばれている、というものである。つま り、それぞれのパターンは、親が持つある特定の
資源 と子が持つある特定の資源 を交換 し合 うとい う1対1の交換の形で表 されると予想 される。この仮定 は
次 のような考察か ら導かれる。公共 ・民間サ ービスの領域が拡大 した現代 日本社会 においては、1組の中
期親子が多 くの資源領域を親子関係 に頼 る必要性はほとんどなくなったと考 えられる。また、仮に一方が
複合的な交換 による互酬性 を望んだとしても、 もう一方がそれに応 じることで利益 を得ることは少ないで
あろう。 このため、中期親子 の相互援助 は非常に限定的な資源 の交換に よってなされると考 えられる。
多形的互酬性仮説は、偏向援助仮説の根拠 として援 用される第1水準の分析結果 と矛盾 しないとい う点
が重要である。つ まり、親か らの援助の発生率の方が子か らの援助の発生率 よりも全体的に高い、 という
分析結果 と矛盾 しない。また、多形的互酬性仮説が正 しいならば、第1水準の分析結果から第2水準 の偏向
援助仮説へ と推論が飛躍 して しまいがちな理由を解釈することがで きる。
図1を用いてこれらの点 を説明 しよう。図1は多形的互酬性の例 を模式図に したものである。親子 の問に
は援助Aと援助Bの2種類が双方向にや りとりされる可能性があるとし、相互援助 のパ ターンには(a)～
(d)の4種類がある と想定する。(a)の相互援助 は、援助Aを 互いに授受す る形で互酬性が保持 されてい
る。(b)は、親か らは援助Aが与 えられ、子 からは援助Bが与 えられる交換関係である。(c)はその逆の
交換関係である。(a)～(c)は、パ ターンが多様であ りなが ら互酬性 を維持する、という多形的互酬性
仮説の条件 を満た している。 これに対 して(d)は 、一方的に親から子へ と援助がなされてお り、例外的
に互酬性が当ては まらないパ ターンである。
さて、 これ らのパ ターンが中期親子関係全体 を4等分 して全体を構成 しているとす るならば、全体 の相
互援助比率は右端の図の ように観察 されることになる。いずれの援助 についても親からの援助の発生率が
子か らの援助の発生率 を大 きく上回ってお り、あたか も親からの一方的な援助 に偏 っているかの ように見
える。実際に偏向的な援助 を行 っている親子 は全体の4分の1に過 ぎず、4分の3は極 めて互酬的なパ ターン
の相互援助 を行 っているにもかかわらず、である。 この ように、多形的互酬性仮説は、親からの援助の発
生率の方が全体的に高い、 とい う第1水準の分析結果 と矛盾することなく、成立 し得る。
また、図1のようなパ ターンが実際 にある場合 にも、偏 向援助仮説を支持す る方 向へ推論が飛躍 して し
まいがちな理由は、次のように説明で きる。 この模式図は単純な例であるが、実際の相互援助 にはまさ し
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構成比率 1/4 1/4 1/4 1/4 1
図1.多形的互酬性の例
く多種多様 な組み合わせのパ ター ンが考 えられるので、全体が どの ようなパ ターンの重:なりか ら構成 され
ているのかは、容易 には分か らない。異 なるパ ターンが幾重に も重なることによって、それぞれの特徴が
捉 えにくくなって しまう。 また、先に述べ たとお り、相互援助の組み合わせ に立 ち入った第2水準の分析
は、 同じ種類の援助 同士の関連性 に限定 して行われることが常であった。その方法では、図1の(a)～
(c)の互酬パ ターンの うち、(a)のパ ター ンしか見出すことがで きない。 これらの理由により、相互援助
の多様 なパター ンを析出す ることは困難である。そのため、全体のマージンとしての偏向傾向のみがクロ
ーズア ップされることになる。
多形的互酬性仮説が正 しいならば、偏向援助仮説 を土台 とする中期親子のイメージは大 きく修正 されな






れた量的データを用いる。 この調査は、中期の親子間で どのような相互援助が なされているのか、その実
態を一般的に捉 えるために、2000年ll～12月に大阪府茨木市の中期親子を対象と して行 ったものである。
親調査 と子調査の2段階の調査 を行 うことで、双方の立場から実態 を捉 えているが、本稿では親調査の結
果のみを分析対象 としている。親調査 は、大阪府茨木市に住む53～62歳の男女か ら層化二段抽出法により
無作為 に抽出 した対象者(サ ンプル数600、有効回収率72.7%)に対 して、18歳以上のすべての子との間
のや りと りを尋ねている。本稿では分析単位は1対の親子 なので、18歳以上の子 どもが複数いる場合それ
ぞれの子 ども単位でデータを累積す ることで作成 した810ケー スか らなるデータセ ットを分析 に用いる3)。
この うち、子が学生のケースを除いた731ケー ス の親子が分析対象である。分析対象の基本的な属性分布
は次の とお りである。親の平均 年齢は57.6歳、子の平均年齢 は29.1歳である。43.4%が同居 してお り、
45。6%の子が有配偶、孫がい るのは33.2%である。
6 保 田 時 男
経済、実践、情緒 の3つの援助側面について、親 による子への援助 と、子 による親への援助の有無 を表
す計6個の変数を用いて、分析 を行 う。この3つの側面は、成人親子関係 における援助 を構成する基本側面
である。それぞれの援助行動 を 「有」 とみなす基準 は次 のとお りである。(1)経済的援助:月1万 円以上
の定期 的な金銭の授受、または年に1回以上5万円以上の金銭あるいはそれに相当する品物やサービスの授
受がある。(2)実践的援助:同 居の場合、家事の分担が一定以上であること、別居の場合、相手の家の家
事を手伝 うことが2～3ヶ月に1回以上あること。(3)情緒的援助:相 手の大事な相談 に乗ってやることが





































注:無 回答者(各 項 目で3%以下)は除いて集計 している。
2-2.分析方 法
ここでの課題 は、この分析対象を適切 な潜在集団に分け、それぞれの潜在集団 における相互援助のパタ
ーン類型を明 らかにすることである。問題は、 どのように して適切な分類 を行 うか という点であるが、中
期親子 を分類する変数 には、親子それぞれの性別や年齢、婚姻状態、社会経済的な属性等様 々なものが考
えられるので、それらの全てを考慮 して集団を分類することは不可能である。また、いずれかの変数を選ん
で分類 しても、それを適切とする根拠に乏 しい。そこで、本稿では潜在クラス分析(latentclassanalysis)5)
を用いることで、相互援助の分布 を表すデータその ものの中に、適切な分類の解答 を求めることにする。
これは、Hoganetal.(1993)が、NationalSurveyofFamiliesandHouseholds(NSFH)のデータを分析 して、
成人親子間の相互援助の構造 を明らかにしようとした研究で用いた方法 と全 く同 じや り方である。ただし、
方法的には同 じであるもののHoganeta1.の分析対象は、後期の親子関係 を中心 としているので、残念 な
が ら分析結果を単純 に比較することは難 しい。
分析データは、親による援助 と子 による援助のそれぞれについて3つの2値変数を設けた ことになるので、
23×23=64通りだけ援助の有無の組み合わせが存在する。標本の各親子 はそのいずれかに収 まるが、多
くの親子が示す組み合わせ もあれば、ほとんどの親子が示 さない組み合わせ もあ り、その分布は偏 ってい
る。潜在クラス分析では、 この分布がい くつかの異なった性質を持つ潜在集団の総和 として形作 られてい
るという前提 に立つ。ただ し、その集団を分類する変数は観察 されていない潜在変数である。
具体的には次 のようなモデルを仮定する。親 による援助行動の有無 を表す変数 をA:経 済、B:実 践、
C:情緒 とし、子による援助行動の有無を表す変数 をo:経 済、P:実践、Q:情 緒 と定める(1=援助有 り、
0=援助無 し)。潜在変数Xが 親子 をT種類の潜在集団に分類する(つ ま りXがT個のカテゴリ値を取る)と
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πx(f)はX=tの確率であ り、 πAlx昌,(')はX」tという条件の もとでのA=i(i=0,1)の条件付確率である(以 下同
様)。つまり、クロス表の分布 は、標本が各潜在クラスに所属す る確率 πx(f)と、その潜在 クラスの特徴,
πAlx=,(∫),π躍 書 (ノ).●'…によって決 まっていると仮定 される。式か ら明 らかなように、潜在 クラス さ
え決まればその中での各援助 の発生率は独立 に決 まるという、非常 に単純な形で各 クラスの特徴 は表され
ている。 したがって、潜在クラス分析 は、データの全体構造を、い くつかの単純 な傾向を持つ潜在集団の
分布として把握することを可能にする。
式を構成するパラメータの値は不明 なので、統計的に推定す る必要がある。潜在クラスの数を定めれば、
データに最 も適合する値 を最尤推定することがで きる。推定 されたパ ラメー タを元 にクロス表の各セル度
数 を推定 し、通常の適合度検定を行 うことでモデルの妥当性は判断される(本 稿では、尤度比統計量 によ
るz2検定を用いる)。当然、潜在 クラスの数が1つのモデル(つ ま り、分類 を行わないモデル)は 、最 も
データに適合 しに くく、潜在 クラスの数を増やすほど適合度は増 してい く。潜在 クラスの数がなるべ く少
ない中で、適合す るモデルを採用すれば、最 も簡約的(parsimonious)に相互援助関係の全体 を捉 える こ
とがで きる。この ように、潜在クラス分析 は、データからい くつのどのような潜在集団に分けることが適
切であるか を統計的な意味で明らかに して くれる。
実際の分析 は、対象を別居親子 と同居親子 に分けて別々に行 った。実践的援助 め中身が全 く異 なること
をは じめとして、居住形態の違いは親子の援助関係のあ り方 を大 きく変えて しまう。このため、一括 して
分析す ると混乱を招 く恐れがあるからである。つ まり、6変数からなる64セルのクロス表 を別居親子の場
合 と同居親子 の場合について2つ作成 し、それぞれのクロス表について潜在クラス分析 を行 った。
3分 析結果
3-1.多様 な類型 の析 出
分析結果は次の とお りである。 まず、潜在 クラスの数、つま り相互援助のパ ターン類型の数は、別居親
子 と同居親子について、それぞれ3つの類型を持つモデルを設定すれば、十分にデータの全体構造 を説明
で きることが分かった。表2は別居親子 と同居親子 めそれぞれについて、類型数の違いによるモデルの適
合度の差異 を示 している。別居親子 から見てい くと、p値〉.05を1つの基準 とするな らば、2つの類型 を設
ければ十分にデー タに適合的 なモデルを推定することができる。 しか し、類型をさらに1つ増や し3つにす
ることで、モデルの適合度は有意に改善 される(df自50-43=7、γ2=62,02-26.94=35.08)ため、3類型のモ
デルを採用することに した。 さらに類型を増 やしてもモデルが改善されることはなかった。一
同様に、同居親子についても、2類型のモデルがデータに十分適合するが、3類型にす ることで有意 に適
合度が改善 される(df自50-43=7、Z2=64.9L46.36=18.55)ので、.3類型のモデルを採用 した6)。
次 に、パ ターン類型の数 を別居 と同居それぞれ3つとした ときのパラメータ推定値を見てみ よう。最 も
データに近いクロス表 を再現で きるパ ラメー タは表3のように推定 された。1番上の行が各類型の構成比率
を表 している。例 えば、別居親子の うち36.8%は類型1のパ ターンを取ると推定 される(全 体の56.6%が別
居なので、全親子の中では.566×.368=20.7%がこれに当たる)。下に続 く行では、ある親子がその類型の
パ ターンを取る場合に各援助行動が発生する条件付確率を表 している。例えば、別居の類型1のパ ター ン
では、親 による経済的援助が」75の確率で、子による経済的援助が.063の確率で、 それぞれ発生する。
それぞれの類型 における相互援助パ ターンの特徴は次 のようにまとめられる。別居親子の3分の1以上を
































































































占める1つ目の類型では、いずれの援助行動についてもその発生率が低 いという特徴 を持 つ。そこで、 こ
の類型 を 「没交渉型」 と名付 けた。 これに対 して、ほぼ同規模 の構成比率 を持つ2つ目の類型においては、
逆に全ての援助行動 について一定の発生率を示 している。特定の援助が特別に盛んであるという特徴は見
られないので、 この類型 を 「汎交渉型」 と呼ぶことにする。別居親子の最後の類型 は、没交渉型 と同様 に
実践的援助のや り取 りが ほぼないのに対 して、経済的援助 と情緒的援助については一定の発生率を示 して
いる。ただし、汎交渉型 と異 なり、親か らの援助の発生率と子からの援助の発生率 は非対称で、親か らの
援助が大 きい傾向がある。特 に親からの情緒的援助がほぼ100%の確率で発生することから、子の精神的
な依存が大 きいと考 えられる。この類型 を 「(子の)依 存型」 と呼ぶことにする。
一方、同居親子の諸類型における相互援助のパターンは、次 のようにまとめられる。1つ目と2つ目の類
型 においては、情緒的援助の発生率がほぼ同等で、親による援助のみがある程度高い割合で表れている。
類型1と類型2を区別 しているのは、経済的援助 と実践的援助 のあ り方である。類型1においては、親か ら
は実践的援助、子からは経済的援助 という特定の交換 関係が明 らかに読み取れる。つ まり、子が一定の金
銭 を支払 うことによって、家事の面倒を親に見て もらうという下宿住 まいの ような関係が成立 していると









以上の結果か ら、中期親子 には異なるパ ターンで相互援助交換を行 う異質の潜在集団が存在することが
明 らかになった。 これは、多形的互酬性の仮説の中の第1の仮説が、現実 に妥当す ることを表 している。
別居の汎交渉型親子および同居の3つの類型は、いずれ も互酬的な交換パ ター ンを取 る潜在集団とみなす
ことがで きる。これまでの調査分析で相互援助の交換的側面があ まり浮 き彫 りにされてこなかったのは、
これらのパターンが混在 し、それぞれの特性が分か りにくくなっていたためと考 えられる。
一方で、互酬 的な交換関係を築かないパ ターン類型 も析出されたので、多形的な互酬性の範疇に入 らな
い親子の存在 も無視 できない。別居の没交渉型親子 には、すべての面でほとん ど援助の発生が認められな
い。ただ、この潜在集団は、互いのニーズを満たす形での交換 を確立で きなかった、あるいはその必要が
なかった潜在集団として交換関係 と同じ枠組みで理解することが可能である。 しか し、明らかに不均 衡な
援助関係が認 められる依存型親子 は、交換関係の枠組みでは理解で きない。別居親子 の約3割を占めるこ
の集団には、偏向援助仮説の議論が まさに適用 されると考 えられる。
同居の親子 については、 この種の明確 に不均 衡な関係 を持つパターンは抽出されていない。ただ、間借
り親子 において子が納める金銭が少 なす ぎると解釈するならば、 これを不均衡 な関係 と捉 えることもでき
る。山田(1999)が主張 したパラサイ ト・シングルは、間借 り型の親子を不均衡 な関係 とみなす と共に、
このパターン類型が未婚同居の代表的姿であるように誇張 したもの と言 うことがで きるであろう。
しか し、我々のデータか らは間借 り型 を未婚同居の代表とみなすことはで きない。本分析データにおけ
る同居子の9i,7%は未婚なので、同居親子 についての分析結果は、ほぼ未婚同居子 とその親の関係を表 し
ていると考 えられるが、間借 り型パ ターンを取る親子は4分の1にすぎないか らである。また、 しば しばパ
ラサイ ト・シングルの依存を親が許容 している要因 として、子 との密接 な情緒的結びつきを求める心性が
取 り上げ られるが、 これは異 なる潜在集団に属する同居親子の特質を混同している。間借 り型の援助パ タ
ーンでは子か らの情緒的援助は全 く期待で きない。一方、子か らの情緒的援助が顕著に表れる情愛型パ タ
ーンにおいては、他の資源領域 を含めた援助交換の特質が伴 うので、 これをパ ラサ イ トと呼ぶ ことはで き
ない。
以上の点か ら、中期親子の相互援助 は、基本的に多様な互酬性のパ ターンを持つ交換関係 と捉 えること
がで きる。一方で、非交換的な関係 も確かに存在する。ただし、それが目立つのは、同居親子ではな くむ
しろ別居親子の関係であることには、注意すべ きであろう。
多形的互酬性仮説では、その第2の仮説 として、それぞれのパ ターン類型 には単純な1対1の資源交換が
見出せる と予想 したが、 こちらについてはあまり支持 される結果が得 られなかった。明確 な形で交換資源
の組み合わせが特定で きる類型は、同居の間借 り型のみで、他の互酬的な類型は、複数の領域の援助が交
換に関わっていると読み取ることができる。特 に、同居の汎交渉型や別居の情愛型は、全ての援助につい
て高い発生率を示 している。 しかも、 これ らの類型は中期親子全体の大 きな割合を占める。
この結果には2つの解釈が可能である。1つは、 これらのパ ター ン類型に属する親子は、交換 で授受 され
る資源の内容 にはこだわっていない とい う解釈である。この場合、互いの不足 を補い合 うとい う交換本来
の機能的な意味は薄いので、春 日井(1997,pp.141-146)が主張す るように、中期親子の相互援助は、互酬
的な交換 関係 を維持 しているという認知により結合を確認 ・強化することこそが、究極的な目的というこ
とになる。一方、相互援助のクロス表のみを情報源 とする潜在 クラス分析では、援助資源の組み合わせを
特定す るほどの情報が得 られていない という可能性 もある。つま り、他の変数(性 別、ライフステージ、





本稿の分析 で明 らかになった点 を整理 してお くと、次のようになる。(1)中期親子の相互援助関係に見
られる多様性は、没交渉型、汎交渉型、依存型、間借 り型、共同型、情愛型の6つの相互援助パ ターンを
仮定すれば、簡潔な形で表す ことが可能である。(2)これらのパ ターン類型のうち没交渉型 と依存型を除
いた類型は、互酬 的な交換の側面 を持 ち、多形的 な互酬性は中期親子の1つの特徴 とみなす ことができる。
(3)ただ し、どの交換資源 とどの交換資源 を交換するかは、相互援助のデータだけでは特定 されない。
本稿で得 られた類型 を、中期親子の相互援助関係 を表すための1つの枠組み とすることで、 さらにその
分析 を進めてい くことが可能である。 日本の家族社会学にとって特 に重要 と考え られる課題 をい くつか列
挙 しておこう。第1の課題 は、相互援助の6類型のいずれに属するのか を決定する要因を明 らかにすること
である。分析的には、相互援助の有無の組み合わせによって、各サンプルがそれぞれの類型 に所属する確
率 を計算することがで きるので、それを元 に性別や階層 別に各類型への所属率 を推定することで、諸類型
への所属要因を探 ることができる。これは本稿の分析の直接 的な延長線上にあるが、紙幅の関係で別稿に
譲 らざるを得 ない。
第2に、相互援助 のパ ターンが中期親子の他の次元 とどの ような関わ りを持っているのかを明 らかにす
ることも重要な課題である。相互援助のパターンによって、愛情や価値観 といった感情面の関係性はどう
変化するのか、 きょうだいや配偶者 など家族構成や居住関係 によって相互援助のあ り方は変化するのか、
といった点は関心が持たれる。Bengtsonによる6次元の枠組 み(注1を参照)に 沿った形で分析を進めれば、
建設的に中期親子関係全体 についての知見 を増や してい くことがで きるであろう。
第3に、 これは全 く別の視点からの問題であ るが、子 の側か らの認知で も、本稿で明 らかにされたの と
同様の相互援助パターンが見出せるのかどうかも確認をする必要がある。稲葉(2001)が指摘す るように、
データを家族 の誰 から取ったか とい うことは、家族調査 一般について重要 な問題である。今 回の分析では
用いなかったが、「中期親子の援助交換関係 についての調査」は、ペアとなる子 を対象 とした もう1つのデ





2)春 日井の解釈論理は次の ようにまとめ られる。使用データはペアデータであ り、1組の母 と娘 の双方
が同様 の質問に回答 している。そのため、1つの援助 について、母か らの認知 と娘か らの認知のそれ
ぞれが測定 されている。明記はされていないが、春 日井は、その中で援助の与え手による認知の方が
より客観的な事実に近いという前提 を置いている。この前提の下で、一組の相互援助の授受について、
それぞれの与え手の認知をデータとして相関 を調べ ると、相関がほ とん ど観察されない。一方、同一
の個人 による授受の回答を元に同じ相関を測定する と、正の相 関が観察 される。 このことか ら、客観
的には互酬的な交換が なされていないが、主観的に互酬性が成立 していると認知する傾向がある、 と
解釈 している。 しか し、与え手の認知の方が客観的 とみなせる根拠 はない。 また、母と娘は援助の量
について異なる判断基準 を持っているであろ うか ら、それぞれの援助 を与 え手 の認知で測定 した分析
では必然的に相関が小 さくな りやすいと予想 される。 これらのことから、この解釈 の論拠 は必ず しも
妥当 とは言えない。
3)子 ども単位でのデー タの累積は同じ親が何度 もケースに含 まれるため、分析における母数の推定でそ
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のば らつ きを過小推定 して しまう影響がある。ただ し、 これが分析結果に偏 り(バ イアス)を 与える
ことはない。これはちょうど親 を単位 として1段階目の標本抽出を行 い、100%の確率で2段階 目の子
の抽出 を行 う二段抽出をしたの と同 じことを意味する。
4>調査票では、援助の有無ではな く、頻度を尋ねているが、本稿 は相互援助の基本的なパターンを捉 え
ることを目的 としているので、頻度についての情報は分析か ら除外 している。子による定期的な金銭
的援助 には、同居の子がいわゆる生活費 として親に納める金銭 も含 まれている。家事の分担 を一定以
上 とみ なす基準 は次の とお りである。「掃除 ・洗濯」「料理 ・買い物」 にお ける分担程度を 「大半をす
る」「一部 をする」「ほとんどしない」 「まった くしない」の水準で尋ねた結果、少 な くとも一方が
「大半」の場合 と、両方が 「一部」 の場合 に、一定以上の家事を分担 しているとみなした。
5)潜在 クラス分析について詳 しくは、Goodman(1974[1978】)、Clogg(1995)等を参照。
6)ただ し、同居親子については、潜在 クラス(類 型)の 数が3つの場合、パラメータの推定値が1つに定
まらず(notidenti∬able)、微妙 に内容の異なる2組の収束値を取った。そこで、実際には、 πclx。1の制
約を設けて、パ ラメータの推定値を1つに定めたモデルを用いている。 この式は、1つ目のクラスでは
子に よる情緒的援助の発生率が0である前提でパラメータを推定する とい う制約 を表 している。この
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DiverseR㏄童proch:yonMu加alHelp.ingRelations
betweenMid,L,ifeParentsandTheirAdultChildren
YASUDATokio
Thispaperanalyzesthepattemsofmutualhelp量ngrelationsbetweenmid-lifbparentsandtheiradult
chndren.Thedataarederivedffomasurveyofthe53-62yearoldparentslivingatIbarakicity,thesuburbanareaof
Osaka,in2000,andthreekindsofmutualhelpingbehaviorsareanalyzed:financial,practical,andemo腫ona1.While
someresearchershaveinsistedthatJapanesehelpingrelationsaregenerallyunbalanced,wherechildrengetmore
resourcesthanparentsdo,theauthorproposeshereanotherhypoth夢sis山attheyexchangeequivalentsondiverse
realms.Thisdiversitycou星dconcealthebalancedrecipmci呼.Theauthorappliedthelatentclassanalysisandfbund
sixtypesofmutualhelpingpattems.Theyarelabeled"lowexchangers,""highexchangers,"and"dependenton
parent"f6rparent-childlivingapart,andlabe匡ed"room爬nta置,""cooperative,"and"af飴ctional"fbrparent-child
livingtogether.Thefactthatthesevarioustypesweredistinguishedsuggeststhatbalanceddiverseexchanges
predominateinhelplngrelationsbetweenhlid-lifbpafentsandtheiradultchildpenincontemporaryJapan.
